府費負担教職員の給与の支給等に関する事務に係る事務処理の特例に関する条例の改正（概要）

教育委員会事務局教職員室教職員企画課
■改正の理由

　・大阪市については、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第55条第１項の規定に基づき、子ども手当に関する認定事務等であって、大阪市が設置する学校の職員（府費負担教職員に限る。）に係るものを大阪市が処理することとするため、条例の規定を設けているところである。
　・子ども手当の支給については、平成二十二年度等における子ども手当の支給に関する法律（平成22年法律第19号）に基づき行われてきたが、同法は平成23年９月分までの支給について定めたものであって、同年10月分以降の子ども手当の支給について平成二十三年度における子ども手当の支給等に関する特別措置法（平成23年法律第107号）が同年10月１日に施行された。これに伴い、所要の規定整備を行うものである。
■改正の内容
　・第３条中「平成22年度等における子ども手当の支給に関する法律（平成22年法律第19号）」を「平成23年度における子ども手当の支給等に関する特別措置法（平成23年法律第107号）」に、同条第１号中「法第６条第１項及び第２項」を「法第６条第１項及び第３項」にそれぞれ改める。
　
■施行期日
　　公布の日
■政策アセスメント・制度間調整

　　大阪市と調整中
